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寸　言

逆境を転換の好機に

「支援戦闘機」というのは航空自衛隊独自
の呼称で、F-2支援戦闘機は対地支援攻撃から
対艦攻撃、防空まで、幅広いミッションをこ
なす多目的戦闘機である。アメリカで言え
ば、さしずめF/A-18のような戦闘機でありな
がら、海軍の攻撃機のような能力も兼ね備え
る世界でも珍しいユニークな能力を持つ万能
戦闘機だ。性能的に陳腐化し、すでにリタイ
アしてしまった国産の三菱F-1支援戦闘機の後
継機として第一線配備についている。外観は
米空軍のF-16戦闘機によく似ているので間違
われそうだが、機体はF-16に比べると主翼面
積も尾翼も大きく、胴体も延長されている。

1980年代のまだソ連の脅威がピークにあっ
た時代、もしソ連軍が侵攻してきた場合には
地上軍の上陸を阻止するため先ず侵攻してく
る艦船群を水際で叩くことが大切で、そのた
めには強力な国産対艦ミサイル4発を装備し
て効果的な攻撃ができる支援戦闘機が必要に
なる。それを日本独自の技術で開発しようと
いうのが当時FS-Xと呼ばれていた新型支援戦
闘機の開発の狙いだった。防衛庁と航空機産
業界が早くからひそかに研究を進めていたこ
の動きをかぎつけたアメリカは、さすがに大
事な戦闘機マーケットである日本が独自に戦

闘機を開発することだけは許せないと強い政
治的圧力をかけ、アメリカの戦闘機を買うよ
う働きかけてきた。紆余曲折を経てこの問題
は結局、アメリカ製戦闘機をベースに、日米
が共同で日本の要求にあった支援戦闘機を開
発するということで決着した。こうして
F-16Cをベースにした新型機F-2が三菱重工業
を主契約会社に、ロッキード社が協力する形
で共同開発された。最大の特徴は再設計され
た一体化整形による複合材主翼が採用された
ことで翼面積が25％増大、ハードポイントが
増やされたほか胴体も延長されたので燃料搭
載量が増大、アビオニクスも追加強化され、
操縦装置にFBWシステムを採用、強化型の
F110-GE-129エンジン搭載、アクティブ・
フェーズドアレイ・レーダー、対バードスト
ライク強化キャノピーなどが採用されてい
る。F-2には単座戦闘機型F-2Aと複座型の
F-2Bがあり、B型は練習機にも使用できる。
F-2は当初計画では130機の調達が計画され、
1996年度から量産機の引渡しが始まったが、
その後の価格上昇とソ連崩壊など防衛環境の
変化から計画が変更され、最終的に94機の生
産にとどまった。
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去る6月25日、民間航空機株式会社の社長
に就任致しました。弊社は、設立が1982年で
今年8月に27歳になりましたが、現在、多方
面からのご協力とご支援により進展した
B767・B777の量産事業を取り纏める立場にあ
ります。引き続き皆様にお世話になりますの
で、よろしくお願い致します。私どもとして
は、ボーイング社と我が国航空機機体製造各
社とのインターフェースとしての役目も重要
であると認識しており、適切に果たして参り
たいと思っております。
さて、全世界的不況は、経済全面で諸産業

がこぞって悪戦苦闘しております。航空機生
産においても、防衛生産が予算の減少により
年々縮小しているのに加え、今回の経済危機
でビジネスジェット機の分野が極小の生産に
留まっています。そういう中で、ボーイング
社の旅客機に関しては、昨年のストによる減
産がありましたが、B777やB737等は大きな
受注残を背景にフル生産の状態を続けており
ます。しかし、今後の生産機数については、
現在の大幅な旅客、貨物の減少に伴う納入機
数の縮小の不安があるところです。縮小生産
については、機体製造会社のみならず航空機
産業を支えておられる協力会社の皆様にとっ
て、その苦しみは計り知れないものがありま
す。
現在、一部の業種や地域では経済状況が回
復に向かっているとの報道もありますが、旅
客・物流の動きや製造業の経営環境が本当の

意味で健全化するのは、金融セクターの回復
より遅れるのではないかと思われます。航空
機の場合、これまでの例から、減退・回復に  

「時間遅れ」があることを覚悟しておかなけ
ればならないと思います。
これまで、民間航空機の市場は、過去、

1990年代初頭の湾岸戦争、2001年の同時多発
テロなど、国際政治や治安上の大問題が生ず
る度に大きなインパクトを蒙り、顕著に減少
した旅客・貨物輸送量の中で、その後の数年
間は縮小生産に陥るという振幅の大きい波動
の歴史を繰り返してきました。
しかし、これまでの苦衷の事態に直面する
都度、航空機製造業界は力をあわせて山積み
する問題を乗り切ってまいりました。ただ、
当面の問題解決のために打った生産体制縮小
の諸対策が、景気回復の局面で増産に向かう
足枷となった経験もしてきた事実は否めませ
ん。
航空機は長期的な趨勢として年率5％超の

健全な成長を続けることは間違いないと思い
ます。したがって、過去の経験を生かし、こ
ういう苦境の時にこそ、繁忙期には手が回ら
ない、次の飛躍に備えた体制整備・体質改善
を進める好機と捉えたいものです。後発の発
展途上勢力の足音も聞こえる中、我が国の民
間航空機産業がこの21世紀でも永きに亘って
繁栄を続ける為に、今何に注力すべきかにつ
いて、皆様と共に真剣に考え取り組んで行き
たいと存じます。
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